
 

実務対応報告公開草案第 61 号 

「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い（案）」 

に関するコメント 

 

 公認システム監査人、特定行政書士 IFRS・連結会計・公共政策コンサルタント 

田淵 隆明 

 

★質問 1: 同意する。 

 

 

★質問 2: 同意する。本公開草案に定めのあるものを除き法人税等会計基準又は税効果会

計基準等の 定めに従うことは原則に立ち返ることであり、正しい。 

 

 

★質問 3：同意する。個別帰属額を「法人税、住民税 及び事業税」と同様に取り扱うこと

は本制度の趣旨に合致するものである。 

 

 

★質問 4：同意する。 

 

 

★質問 5：一部同意しない。 

 本公開草案の第 25 項について、「通算税効果額」は、単体決算から導かれるものではな

いという性質に鑑み、独立した 項目として表示するべきである。 

 

 

★質問 6：一部同意しない。 

 近年の民法改正の趣旨も踏まえ、連帯納付義務についての注記は残すべきである。 

 

 

★質問 7：同意する。 

 

 

 

 

CL7



★質問 8：本制度の恣意的な運用を封じるため、完全連結子会社の一部を通算対象から除外

することを禁じるべきである。 

また、国際会計基準や中国基準では認容されていない、「連結外し」・「持分法外し」・ 

「子会社への持分法の適用」などは排除されるべきである。 

  平成 30 年度より、地方自治体に強制適用された「新公会計制度」の内、東京都方式は

都度仕訳を義務付けており、外郭団体には「フル連結」、一部事務組合には「フル連結」ま

たは「比例連結」を適用しており、一部においては企業会計よりも厳格で透明度の高い制

度であり、今後の企業会計基準を開発する上で参考になるものと思われる。 

 特に、東京都の某特別区においては、令和元年度決算より、「固定資産台帳」、「BS 連結

精算表」、「PL 連結精算表」、「CF 連結精算表」、「直接法の CF と当期純利益（＝行政コス

ト計算書の末尾）の調整表」なども開示している(以上、企業会計の用語を用いて説明した）。 

 

※これらは、(正統な手続きを経ている限り)、財務諸表・連結財務諸表を作成する過程で必

ず作成されるものであるので、技術的な負担は無い筈である。従って、今後の会計基準の

あり方を考える際に、透明性の向上の為にも、会計基準の品質向上の為にも、これらの中

間的な補助簿等の開示の義務化も検討されるべきであると考える。 

 

(以上) 
 


